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ライフプランを考えるときに知っておきたい話題を取り上げて解説します

今
年
の
税
制
改
正
の
テ
ー
マ

 
　

令
和
４
年
度
税
制
改
正
で
は
、
成
長
と
分
配
の

好
循
環
の
実
現
に
向
け
て
、
従
業
員
や
取
引
先
な
ど

会
社
の
利
害
関
係
者
に
配
慮
し
た
経
営
と
積
極
的

な
賃
上
げ
を
促
す
税
制
措
置
が
手
当
て
さ
れ
る
一

方
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
施

策
と
し
て
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
制
度
が
見
直
さ
れ
ま

し
た
。
具
体
的
に
は
、
省
エ
ネ
性
能
等
の
高
い
認

定
住
宅
に
つ
い
て
借
入
限
度
額
が
上
乗
せ
さ
れ
、

ま
た
令
和
６
年
以
降
に
新
築
さ
れ
る
住
宅
に
は

省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
合
が
要
件
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

家
計
の
観
点
か
ら
は
、
こ
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除

制
度
の
見
直
し
と
住
宅
取
得
等
資
金
に
係
る
贈
与

税
の
非
課
税
措
置
の
見
直
し
が
目
玉
で
、
そ
の
他

の
項
目
に
つ
い
て
は
適
用
期
限
の
延
長
な
ど
小
粒

な
も
の
に
留
ま
っ
て
い
ま
す
。

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
制
度
の
見
直
し

　

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
制
度
の
適
用
期
限
が
４
年
延

長
さ
れ
、
令
和
７
年
12
月
31
日
ま
で
に
入
居
す
れ

家計の観点から見た改正の目玉は、住宅ローン控除制度の見直しと住宅取得
等資金に係る贈与税の非課税措置の見直し。省エネ性能等の高い住宅には借
入限度額が上乗せされ、控除率の引き下げと控除期間の引き上げも。

改　正　前 改　正　後 令和4・5年入居 令和6・7年入居

新築住宅

認定住宅
（注1） 5,000万円 認定住宅（注1） 5,000万円 4,500万円

一般住宅

4,000万円

ZEH水準省エネ住宅（注2） 4,500万円 3,500万円

省エネ基準適合住宅 4,000万円 3,000万円

その他の住宅（注3） 3,000万円 2,000万円

既存住宅
（注4） 2,000万円

認定住宅等 3,000万円

その他の住宅 2,000万円

控除率 1％ 0.7％

控除期間 10年
新築住宅 13年（注5）

既存住宅 10年

所得要件 合計所得金額
3,000万円以下（注6） 合計所得金額2,000万円以下（注6）

床面積要件 50㎡以上（注7）（注8）

家
計
の
観
点
か
ら
知
っ
て
お
き
た
い

令
和
４
年
度
税
制
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
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税理士登録。現在、職業専門家
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光田 周史
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【表１】住宅ローン控除の対象となる借入限度額などの改正

（注1）認定住宅とは、認定長期優良住宅または認定低炭素住宅のことです。
（注2）ZEHとは、ゼロ・エネルギー・ハウスのことです。
（注3）その他の住宅とは、省エネ基準を満たさない住宅のことです。
（注4）既存住宅とは、昭和57年以降に建築された住宅のことです。
（注5）令和6･7年入居のその他の住宅は10年です。
（注6）�合計所得金額とは、給与所得（給与所得控除後の金額）や不動産所得、譲渡所得、雑所得などを合計したものです。
（注7）自宅を事業に利用している場合には、居住割合が1/2を超えている必要があります。
（注8）合計所得金額が1,000万円以下であれば、40㎡以上50㎡未満の住宅も適用可能です。 

出典：財務省資料を一部改編
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ば
、
こ
の
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
改
正
の
趣
旨
に
「
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
措
置
」
と
あ
る

よ
う
に
、
借
入
限
度
額
は
住
宅
の
環
境
性
能
に
よ

っ
て
異
な
り
、
省
エ
ネ
性
能
等
の
高
い
認
定
住

宅
等
は
新
築
・
既
存
住
宅
と
も
に
借
入
限
度
額
が

【
表
１
】
の
と
お
り
上
乗
せ
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

  
と
こ
ろ
で
、
現
在
の
低
金
利
の
下
、
実
際
の
住

宅
ロ
ー
ン
の
金
利
が
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
制
度
の
控

除
率
１
％
を
下
回
る
と
い
う
事
態
が
生
じ
て
い
ま

す
。
そ
の
結
果
、
十
分
な
自
己
資
金
が
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
住
宅
ロ
ー
ン
を
組
ん
で
支
払
っ
た
金
利

以
上
の
税
額
控
除
を
受
け
た
り
、
適
用
期
間
終
了

ま
で
繰
上
返
済
を
し
な
い
と
い
っ
た
事
例
が
散
見

さ
れ
、
課
税
上
の
問
題
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
て
、
控
除
率
を
１
％

か
ら
０
・
７
％
に
引
き
下
げ
る
一
方
、
控
除
期
間

に
つ
い
て
は
10
年
か
ら
13
年
に
引
き
上
げ
る
と
い

う
調
整
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、

適
用
対
象
者
の
所
得
要
件
は
３
０
０
０
万
円
以
下

か
ら
２
０
０
０
万
円
以
下
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
ま

す
。
改
正
内
容
に
つ
い
て
は【
表
１
】
に
ま
と
め
て

い
ま
す
の
で
、
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

住
宅
取
得
等
資
金
に
係
る

贈
与
税
の
非
課
税
措
置
の
見
直
し

  

父
母
や
祖
父
母
な
ど
か
ら
住
宅
取
得
の
た
め
の

資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
で
一
定
の
要
件
を

満
た
す
と
き
は
、
一
定
の
金
額
に
つ
い
て
贈
与
税

が
非
課
税
と
な
る
こ
と
は
既
に
ご
承
知
の
方
も

多
い
と
思
い
ま
す
が
、
令
和
４
年
１
月
１
日
か
ら

令
和
５
年
12
月
31
日
ま
で
の
非
課
税
枠
は
【
表

２
】
に
示
す
と
お
り
最
大
で
１
０
０
０
万
円
に

引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。
こ
の
制
度
に
つ
い
て
も

富
裕
層
に
対
す
る
恩
恵
が
大
き
い
と
の
批
判
の

声
に
応
え
る
形
で
、
制
度
導
入
当
初
の
非
課
税
枠

（
１
５
０
０
万
円
）
が
縮
減
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
他
の
改
正
項
目

　

冒
頭
で
述
べ
た
よ
う
に
、
令
和
４
年
度
税
制

改
正
で
家
計
に
係
る
改
正
項
目
と
し
て
目
立
つ

も
の
は
上
記
の
２
つ
に
留
ま
り
ま
す
。
そ
れ
以
外

の
項
目
に
つ
い
て
は
直
接
的
な
影
響
は
乏
し
い
と

思
わ
れ
ま
す
の
で
、
主
な
項
目
と
概
要
だ
け
を

【
表
３
】
に
ま
と
め
て
お
き
ま
す
。

【表２】住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置の見直し

受贈者の年齢要件 18歳以上(令和4年4月以降)

贈与日 令和4年1月1日から令和5年12月31日

耐震、省エネまたはバリアフリー
の住宅用家屋  1,000万円

上記以外の住宅用家屋 500万円

（注）�既存住宅に関する築年数要件を廃止し、昭和57年以降に建築された
住宅または耐震基準に適合していることが証明された住宅が対象にな
ります。

【表３】家計に係るその他の改正項目
項　目 概　　　要

登録免許税や自動車重量税の
キャッシュレス納付

現金（印紙）による納付に代えてクレジット
カード等による納付が可能となりました。

固定資産税等の負担調整措置
土地に係る固定資産税等の負担調整措置に
ついて、令和4年度に限って上昇幅が評価額
の2.5％（改正前5％）になりました。

財産債務調書制度の見直し

提出期限が3月15日から6月30日に後倒し
され、提出義務者の事務負担の軽減を図る
一方で、特に高額な資産保有者については
所得基準によることなく提出義務があるこ
ととされました。


